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企 業 再 生 の 捉 え 方
　　 パナソニックグループの再生に関する社会ネットワーク分析の活用 　　
九州国際大学　陳　　　韻　如
宇部工業高等専門学校　朴　　　唯　新
要　旨
　本論文の目的は、企業再生（ターンアラウンド）や組織改革の成果・結
果をどのように捉えるかについて、社会ネットワーク分析という定量的な
手法からアプローチし、特に企業間関係（企業グループ内、協力企業との
関係）の構造を可視化することによって企業再生の結果を考察することに
ある。事例は2001年に再生計画「創生21」からスタートし、業績の回復と
競争力の強化を果たしたパナソニック株式会社の事業構造改革を取り上げ
る。分析の結果により、パナソニッククループにおいて、再生時に重要な
役割を意図された企業と、再生後に重要な役割を果たした企業とが概ね一
致していることを確認できた。
キーワード
　パナソニックグループ、創生21、社会ネットワーク分析、事業構造改革
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１．はじめに
　本論文の目的は、企業再生（ターンアラウンド）や組織改革の成果・結果を
どのように捉えるかについて、社会ネットワーク分析という定量的な手法から
アプローチし、特に企業間関係（企業グループ内、協力企業との関係）の構造
を可視化することによって企業再生の結果を考察することにある。
　近年、経営環境が厳しくなり、経営危機に陥っていた企業は枚挙にいとまが
ない。そのうち、危機から回復してきた企業も多く存在している。再生を果た
した企業がどのように危機から脱出し業績を回復するかは、今日の企業にとっ
て大きな関心事となる。しかしこうした世間が企業再生への関心の高まりに対
し、既存の文献はそのような事態を反映しているとは言い難い。先行研究は企
業の再生を実践するための戦略や処方箋に注目したり（例えば、Slatter & 
Lovett, 1999）、倒産可能性の高い企業の財務構造の確認（例えば、Altman’s 
Z: Altman, 1968）や、企業の再生事例の考察、再生プロセス、再生戦略の解
明などに集中したりしている（Imura & Chen, 2008）。
　これらの先行研究は、経営学という学問領域ではまだセオリービルディング
の段階にあると思われる。なぜならば、企業が危機に陥る原因は様々であり、
危機に対処する措置も多岐にわたっているため、理論の構築に必要な再生の定
義や類型化についての議論がまだ極めて少ないからである。しかも、企業が再
生に成功し、その成果を評価するのは利益率などの財務指標にとどまる。財務
指標は企業の利益の回復や再生の成功を確認する重要な基準である。しかし、
どのような再生戦略・手法が有効なのかを理解するには、財務指標だけで果た
して十分であろうかという疑問がある。企業再生の手法や成果について、財務
指標以外に客観的かつ明確に捉える研究手法がないのかということが、本論文
の第１の問題意識である。
　財務指標以外の研究手法を開発する目的は、再生を遂げた企業が如何なる戦
略やプロセスをとってきたかをより客観的に探ることである。企業は危機的な
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状態を乗り切るために、ステークホルダーの支援や組織改革、コアプロセスの
改善などの戦略を行う（Slatter & Lovett, 1999）。しかし、これらの戦略につ
いては再生の成功へとつながる道筋、つまり、戦略－結果の関係が必ずしも明
確であるとは限らない。特に、複雑な企業間関係を持つ企業が短期間で事業・
組織を調整することは容易ではない。例えば、2001年に再生計画「創生21」を
スタートしたパナソニック社（旧松下電器産業、2008年10月に社名変更）が、
業績の回復と競争力の強化を果たした背後には、グループ企業全体の事業構造
改革や取引構造の調整といった複雑かつ大規模な企業間関係の変更があった。
そのため、企業がどのように戦略を実行し組織改革等に成功したのかを探るこ
とが、本論文の第２の問題意識となる。
　これまで先行研究では、再生成果の可視化にあたって、財務構造を示す指標
の開発にとどまっている。われわれは戦略の実行と成果との関係や、組織改革
の後の企業グループ内や協力企業との関係がどのように再編・統合されるのか
など、企業再生を客観的な側面から捉える手法として、社会ネットワーク分析
というアプローチを応用することにする。このアプローチは特定企業とその企
業にまつわる企業間関係の構造を可視化させることができるため、企業間関係
の変化を定量的に捉えることによって、再生の成功に導く企業間関係調整につ
いての深層的な分析を行える可能性を秘めている。構造の変化を精査し、これ
を再生戦略と照合することは、再生戦略上で重要な意味を持つと考える。
　以上の問題意識を踏まえ、本論文は企業再生の状況を捉えるために、社会
ネットワーク分析という定量的な研究手法を導入する。事例としては、パナソ
ニックグループが2001年に行った「創生21」改革を取り上げる。パナソニック
は2001年に全社にわたる経営改革を行い、短期間で経営改革の成果を見せた。
パナソニックの再生について、さまざまな機能面の改革や再生のプロセスが挙
げられるが（伊丹他、2007）、上述した問題意識からすれば、複雑な企業間関
係を持つ同社がどのように短期間で再生を実行したのかについては、さらなる
深層的な分析が必要だと考える。社会ネットワーク分析によって、パナソニッ
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クの再生後の企業間関係がどのような様態（構造）を呈するのかを考察し、再
生戦略と照合しその意義を吟味する。この論文を通じて、企業再生の実践への
提言や企業再生理論の構築に貢献したい。
２．企業再生分析への試みと研究方法
　前述したように、企業再生の成果、また再生前後の原因と結果を客観的な側
面から捉える研究手法を開発する必要がある。本論文は、再生後の成果を確認
する客観的な手法の開発を試み、その結果、社会ネットワーク分析という研究
手法からアプローチすることにたどり着いた。
　社会ネットワーク分析とは、実質的に関係したオブジェクトであるノード
（例えば、個人や企業、国家など）の集合としてのネットワーク（社会構造）
を数学的に分析することで、ノードに関するイベントの生起を説明しようとす
る研究である（金光、2003）。特に、この分析ではグラフ理論を用いて、ネッ
トワークを構成するノード（node）と、２つのノード間を結ぶ連結線（edge
またはarc）に注目する。そしてノードと連結線を用いて、これらを数学的に
計算することで、ノードとネットワークの特徴を明らかにできる。金光による
と、社会ネットワーク分析の長所はエージェンシー（ノード）と構造（ネット
ワーク）の二重性に注目できる点を挙げている。つまり、この分析はノードの
特徴を分析することでエージェンシーの属性を理解する一方、ネットワークの
特徴の分析によって構造の属性も理解することができる。
　こうした社会ネットワーク分析の長所は、情報家電産業のような複雑な取引
構造を持つ企業の再生を分析するのに有効である。例えば、パナソニックは65
社の関連企業と約600社の協力企業との協働で製品を生産している。パナソ
ニックの再生戦略は、本社の行動のみならず、これらの企業との協力関係を調
整するものとして見る必要がある。実際に、パナソニックは「創生21計画」の
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中でも関連企業と協力企業の資本関係・取引関係の調整を重視している。従っ
て、パナソニックの再生を議論するためには、パナソニッククループと協力企
業間の社会ネットワークがどのように変化したかを議論する必要がある。
　以上のような視点から、社会ネットワーク分析というアプローチの導入は、
企業再生や経営改革の結果を可視化し、再生理論を精緻化することができると
考える。
３．パナソニックの再生事例 
　パナソニックは2001年１月中期３ヵ年計画「創生21」を発表し、大規模な経
営改革に着手し始めた。この経営改革は「破壊と創造」というスローガンのも
とで、初期段階の旧体制を「破壊」する戦略と、さらなる成長のための「創
造」戦略によって構成された。破壊と創造戦略が交差に行われることで、この
経営改革は、雇用構造改革、事業構造改革、家電営業改革、管理会計改革、Ｉ
Ｔ革新などを含むグループ全体の組織・事業・体制に及ぶ大規模な改革となる
（松下電器産業『アニュアルレポート』；伊丹他、2007）。
　「創生21」計画では、最も特徴的な改革は事業構造改革であった。事業構造
改革の特徴としては、パナソニックが従来の事業部制から新しいドメイン会社
に移行した点が挙げられる。ドメイン会社に移行するために、まず2001年４月
に事業セグメントが変更された。2001年12月に上場会社・非公開会社５社の完
全子会社化案が発表された後1、松下通信工業、九州松下電器、松下寿電子工
業、松下精工といった上場４社子会社の上場が廃止・解体され、非公開会社の
松下電送システムとともに本社内で別の事業と統合・再編成された。この事業
部制の解体と再編は、2003年１月にドメイン会社体制の発足を経て、2004年４
１　『日本経済新聞』2001年12月25日付。
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月に松下電工の連結子会社化の完了で一段落した。再編された事業はパナソ
ニックと別法人、または社内分社として配置されている。
図１　改革前（1999年）と改革後（2003年）のパナソニックグループの事業構造
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（注）2003年の事業構造において、深い網掛けの部分は、別法人を示す。
（出所） 松下電器『有価証券報告書』、『アニュアルレポート』、伊丹他（2007）より筆者
作成
　図１は、創生21計画が行われた前後のパナソニックグループの事業構造を示
すものである。2003年以降のドメイン会社という新組織体制に示しているよう
に、新設された新会社・社内分社がデジタルネットワーク分野に集中してい
る。デジタルネットワーク分野の５社は実に、旧上場会社の松下通信工業、九
州松下電器、松下電送システムの３社が本社に内部化され、旧ＡＶＣ社と解
体・再編されたものである。上場が廃止された松下精工と松下寿電子工業は、
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社内で別法人として作られ、前者は松下エコシステムズに社名変更をした。新
ドメイン会社体制で別法人として配置されている旧連結子会社は、図１の下の
網掛けの部分に表している。社名と体制が変更されたものについては後述する。
　パナソニックが「創生21」改革を行う背景に、同社が赤字や急激な利益悪化
といった企業の存続を脅かす緊急状態があったとはいえない2。90年代から続
く利益率の長期的な低下や、ＩＴバブルの崩壊による赤字の見込みがパナソ
ニックを改革に導いた。利益率の改善の一環として事業の再編が行われたの
は、グループ内の事業の重複性をなくすと同時に、技術開発体制の再編も図
り、新事業構造に対応した技術プラットフォーム体制の構築を可能にするため
であった（伊丹他、2007）。技術プラットフォームを通じて、重要な部品技術
のブラックボックス化をするという狙いもあった3。グループ会社の再編以外
にも、本社は2002年９月に調達先を2000社に削減する方針を発表した4。調達
先の削減と集中は大量発注を通じて納入価格の引き下げ効果を期待できるほ
か、調達契約の大部分を本社に一元化することで、技術のブラックボックス化
を狙ったと思われる。
　これらのパナソニックの行動をみると、「創生21」に始まった改革、特に事
業構造改革は競争優位の再構築を目的としたと考えられる。この戦略的意図に
従い、パナソニックは上場子会社・非公開子会社の内部化をはじめ、デジタル
ネットワーク分野事業の強化、技術プラットフォームの再編成、技術のブラッ
クボックス化、調達先の削減・集約などの一連の行動を起こした。これらの戦
略は、パナソニックグループの資本構造と、取引構造の変動をもたらしたこと
が予想できる。例えば、資本構造については上場子会社・非公開子会社の内部
化、取引構造については調達先の削減・集約などが考えられる。パナソニック
の戦略が実行されたあと、実際に資本構造と取引構造がどのような様態を呈し
２　実際、連結決算で最終赤字を計上したのは、2002年４月に発表した2001年度の決算
報告のときであった。
３　松下電器産業株式会社『アニュアルレポート2001』。
４　『朝日新聞』2002年９月27日付。
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たのか、また、こうした構造の変動は再生戦略上どのような重要な意味を持つ
のかは、興味深いところである。
　パナソニックグループの再生後の状態を可視化することは同社の再生の論理
を考えるための重要な手掛かりとなる。上述したパナソニックの改革を踏ま
え、以下では、社会ネットワーク分析により同社の資本と取引関係構造の考察
を行う。
４．社会ネットワーク分析に見るパナソニックの事業構造調整
　４．１　データの利用
　データはアイアールシー社の調査資料『松下電器グループの実態』2006年版
（調査実施年は2005年）から抽出した。同調査資料はおよそ３年に１回刊行さ
れているが、われわれはパナソニックの事業構造改革が完成した2004年の直後
状態を十分に捉えるのは2006年版だと判断した5。パナソニックが2003年にド
メイン会社体制に移行した後、パナソニックグループ内における旧連結子会社
の経営責任単位の形態と社名はある程度変更された。2003年以降に新たに社名
が変更された企業もあったため、新旧体制の組織形態と社名の対照表を表１に
整理した。また、パナソニックが社名変更をしたのは2008年であったが、以下
の分析では、『松下電器グループの実態』2006年版に基づき図表等にて分析結
果を示す場合は資料に表記された松下電器産業という社名をそのまま使用し、
それ以外の場合は（本文等では）現社名のパナソニック（本社）を用いること
にする。
５　『松下電器グループの実態』2006年以前のアーカイブ資料として、2003年版、2000
年版、1997年版などがある。
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表１　旧体制とドメイン会社体制の組織形態・社名対照表
旧体制 ドメイン会社体制（アイアールシー社2005年調査時点）
旧子会社名 別法人／主要社名 社内分社／社名
デジタルネットワーク分野
松下通信工業
パナソニックモバイルコミュ
ニケーションズ
─
九州松下電器
パナソニックコミュニケー
ションズ、パナソニックモバ
イルコミュニケーションズ
パナソニックオートモーティ
ブシステムズ社
松下電送システム
パナソニックコミュニケー
ションズ
パナソニックシステムソ
リューションズ社
デバイス・生産システム分野
松下寿電子工業
パナソニック四国エレクトロ
ニクス（2005.4に社名変更）
─
松下電子工業 半導体社
松下電子部品
パナソニックエレクトロニッ
クデバイス(2005.4に社名変更)
─
松下電池工業 松下電池工業 ─
松下産業機器 松下産業機器 ─
九州松下電器
パナソニックファクトリーソ
リューションズ
─
アプライアンス・環境システム分野
松下精工 松下エコシステムズ ─
松下冷機 松下冷機 ─
その他
日本ビクター 日本ビクター ─
松下電工 松下電工 ─
（出所） アイアールシー（2006）、松下電器産業『有価証券報告書』、各社のホームページ
などにより作成
　『松下電器グループの実態』2006年版から抽出した企業は、金融機関、グルー
プ関連会社、協力企業の３種類に分ける。それぞれのノード数は、金融機関29
（社）、グループ関連会社65（社）、協力企業569（社）を計上した。本論文はパ
ナソニックグループの企業間関係を測定するため、分析モデルとして、社会
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ネットワーク分析の１つであるグラフの中心性分析（CentralＩＴy Analysis）、
フリーマンモデルの次数中心性（Degree）、近接中心性（Closeness）、媒介
中心性（Betweenness）などの指標を用いて分析を行う（Sabidussi, 1966; 
Freeman, 1977）。
　パナソニッククループの再生後の状況を測定する項目として、資本関係と取
引関係のネットワーク構造を挙げる。測定に当たって、データは二値の隣接行
列（adjacency matrix）として表される。資本関係ネットワークに関する
データは、『松下電器グループの実態』2006年版における「大株主」という項
目に基づき、金融機関とパナソニッククループの関連会社が特定の企業に、出
資があれば１、出資がなければ０を二値の隣接行列に入力する。取引関係にお
いては、「主要取引先の納入先」という項目から、パナソニッククループの関
連会社が特定の企業と、取引があれば１、取引がなければ０を入力する6。分
析には、UCINET6.0というネットワーク分析の代表的なソフトウェアを使用
する。
　以上のデータと手法によって、パナソニックグループの資本関係と取引関係
ネットワークそれぞれの二値の隣接行列を作成し、ネットワークに関する指標
を算出し、その結果に基づいて企業再生における意味を解釈する。
　４．２　パナソニッククループの資本関係ネットワーク
　パナソニッククループの子会社の統廃合により資本構造がどのように変化し
たかについて、パナソニックグループへの出資先を金融機関とグループ企業に
分類した。金融機関では、銀行や信託口以外に、外部企業も含まれている。ア
６　パナソニックグループの資本と取引関係ネットワークは有向グラフである。例え
ば、会社ＡからＢに出資し、ＢはＡに出資していない場合、ＡからＢへは１を入力す
るが、その逆（ＢからＡへ）は０を入力する。つまり、会社ＡとＢが連結線で繋がっ
ていても、両社が同等な関係であると言う意味ではなく、ＡからＢへの関係が成立す
るという意味である。
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イアールシー社の2006年版のデータから抽出したパナソニックグループへの出
資先として、金融機関29社とグループ会社65社が挙げられる。それらの企業群
は表２に示している。
　調査時点2005年のパナソニックグループの資本関係ネットワークを可視化し
たものが図２である。2003年の事業構造改革により、多くの連結子会社が本社
の一部、あるいはパナソニックの100%出資の完全子会社となった。これは、
パナソニック本社からの出資が重要になるということを意味するが、実際、図
２によって2005年のパナソニックの資本関係が本社に集中していることが確認
された。そのほか、資本関係で重要な紐帯となっているのは、グループ企業の
パナソニックエレクトロニックデバイス（株）（＝旧松下電子部品）、松下エコ
システムズ（株）（＝旧松下精工）、松下電工（株）、松下電池工業（株）など
の子会社である。パナソニック本社はパナソニックエレクトロニックデバイス
（株）と松下エコシステムズ（株）を通じてさらなる出資をしている。
　次に、パナソニッククループの2005年の資本関係の次数中心性（Outdegree）
によって、パナソニックグループに対する各ノードの出資企業数を算出し、そ
の結果を表３に示した7。パナソニック本社の出資企業数は40社であり、出資
企業数が上位にランクインしたのは、パナソニックエレクトロニックデバイス
（株）や松下エコシステムズ（株）などである。この結果は図２の示している
結果と重なるが、出資者の性質からみると、パナソニックの子会社と比較して
金融機関の重要性が相対的に低いことが明らかになった。また、金融機関のう
ち、パナソニックへ出資（融資）している会社は、投資信託会社が銀行に比べ
多く見られる。投資信託会社が日本ビクターや松下電工などの子会社への出資
によって間接的にパナソニック本社と資本関係を結んでいる。
７　有向グラフの次数中心性には、Ourdegree（出次数）とIndegree（入次数）がある。
Outdegreeとは特定のノードから出て行く有向連結線の数であり、Indegreeとは特定
のノードに入ってくる有向連結線の数である。例えば、表３で松下電器産業（株）の
Outdegreeが40であるとき、その意味は松下電器産業（株）が40社に出資を行ってい
るということである。
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表２　パナソニックグループへの出資先（2005年調査時点）
ノード番号 分　　類 企　　　業　　　名
１−29
(29社)
金融機関
日本トラスティ信託口、日本マスター信
託口、住友生命、松下不動産、第一生
命、東レ、東芝、大阪府、マツダ
30−94
(65社)
パナソニック
グループ
関連企業
松下電器産業㈱、パナソニックエレクト
ロニックデバイス㈱、松下エコシステム
ズ㈱、松下電池工業㈱、パナソニック半
導体ディスクリートデバイス㈱など
表３　パナソニッククループの2005年度資本関係の次数中心性（Outdegree）
ノード
番　号
企　　　業　　　名
出資先
企業数
31 松下電器産業㈱ 40
41 パナソニックエレクトロニックデバイス㈱ 9
38 松下エコシステムズ㈱ 6
3 日本トラスティ信託口 4
6 日本マスター信託口 4
40 松下電池工業㈱ 3
7 松下不動産 2
39 パナソニック半導体ディスクリートデバイス㈱ 2
　４．３　パナソニックの取引関係ネットワーク
　パナソニッククループの取引関係については、アイアールシー社の2006年版
のデータからパナソニックグループ関連会社（65社）とパナソニックグループ
の協力企業（569社）を抽出した。表４は2005年のパナソニッククループの関
連企業と協力企業のリストを整理したものである。
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表４　パナソニッククループの関連会社と協力企業（2005年調査時点）
ノード番号 分　　類 企　　　業　　　名
１−65
(65社)
パナソニック
グループ
関連会社
松下電器産業㈱、パナソニックエレクト
ロニックデバイス㈱、松下エコシステム
ズ㈱、松下電池工業、パナソニック半導
体ディスクリートデバイス㈱など
66−625
(569社)
パナソニック
グループの
協力企業
アルプス電気㈱、岡谷電機産業㈱、京セ
ラ㈱、セイコーインスツル㈱、㈱村田製
作所、ＦＤＫ㈱など
　表４の分類に基づき、2005年のパナソニックグループの全体の取引関係ネッ
トワークを可視化したのが図３である。図３によると、取引関係がパナソニッ
ク本社（松下電器産業）を中心に形成され、グループ関連会社の松下電工（株）、
日本ビクター（株）、パナソニックモバイルコミュニケーションズ（株）、パナ
ソニックコミュニケーションズ（株）、パナソニックエレクトロニックデバイ
ス（株）、パナソニック四国エレクトロニックス（株）（＝旧松下寿電子）、松
下冷機㈱、協力企業の京セラ（株）、セイコーインスツル（株）、アルプス電気
（株）、モトローラ（株）などが、パナソニックグループの取引ネットワークに
おいて重要な紐帯を成していることが明らかになった。
　さらに、事業構造改革後、パナソニックグループの取引関係ネットワークに
おける関連会社の役割を確認するために、グループ関連会社のみの取引ネット
ワークを抽出する。図４はそれを示すものである。この図からは、パナソニッ
ク本社（松下電器産業）を中心とし、デバイス分野（パナソニックエレクトロ
ニックデバイス（株）、松下電池工業（株））やデジタルネットワーク分野（パ
ナソニックモバイルコミュニケーションズ（株）、パナソニックコミュニケー
ションズ（株））、環境システム分野の関連子会社を紐帯に取引構造が形成され
ていることがわかる。パナソニックが事業構造改革の際、技術プラットフォー
ムの構築を目指し、デジタルネットワーク分野やデバイス分野の競争力を強化
した意図は、取引関係ネットワークに具現化されたと推測できる。
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　パナソニックグループの2005年の取引関係の多寡を表す次数中心性を算出
し、表５に整理した。この表によると、主要な仕入先（Outdegree）には、
ソニーケミカル（株）や（株）一宮製作所、日立金属（株）、浜松ホトニクス
（株）、（株）プリケン、（株）エンプラス、日本真空工学（株）、エス・ディ・
ケイ（株）、エコー電子（株）などがある。これらの協力企業の特徴としては
まず、電子部品や素材・材料関連企業に集中していることが挙げられる。例え
ば、ソニーケミカル社は接合関連材料や、フィルム、電子部品材料等、日立金
属はＩＴ機器・センサー、電源部品、コンピュータ用などを製造する有力会社
である。また、これらの企業の納入先にはパナソニックに限らず他大手メー
カーも多く含まれることから、パナソニックは自動車産業の系列のように、協
力企業を組織化する傾向は強くないといえよう。
　一方、主要な納入先（Indegree）としては、松下電器産業（株）、松下電工
（株）、日本ビクタ （ー株）、パナソニックモバイルコミュニケーションズ（株）、
パナソニックエレクトロニックデバイス（株）、パナソニックコミュニケー
ションズ（株）、パナソニック四国エレクトロニクス（株）、松下冷機㈱などが
重要である。次数中心性の取引数からみると、取引頻度が上位にある取引先と
して、本社の松下電器産業（株）はもちろんのこと、それ以外にパナソニック
の子会社が上位を占めていることが大きな特徴である。さらに、松下電器産業
（株）の取引数197に対し、子会社の取引数は合計184になる8。これは、パナソ
ニックグループの取引関係は本社の松下電器産業（株）に集中していることを
証明するものであり、グループ全体においては、本社－子会社という取引構造
の中で本社主導の色彩が強いと推測できる。
８　パナソニックの子会社の取引数の合計は、表５の右側にある企業のうち松下電器産
業、京セラ、セイコーインスツル、モトローラの取引数を除いて算出した。
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表５　パナソニッククループの取引関係の次数中心性（2005年）
次数中心性（Outdegree） 次数中心性（Indegree）
ノード
番　号
企　業　名 取引数
ノード
番　号
企　　業　　名 取引数
302 ソニーケミカル㈱ 11 1 松下電器産業㈱ 197
12 ㈱三社電機製作所 11 2 松下電工㈱ 43
155 ㈱一宮製作所 8 3 日本ビクター㈱ 40
493 日立金属㈱ 8 183 京セラ㈱ 39
482 浜松ホトニクス㈱ 7 6 パナソニックモバイルコミュニケーションズ㈱ 26
506 ㈱プリケン 7 11 パナソニックエレクトロニックデバイス㈱ 22
138 ㈱エンプラス 6 5 パナソニックコミュニケーションズ㈱ 21
447 日本真空光学㈱ 6 293 セイコーインスツル㈱ 20
133 エス・ディ・ケイ㈱ 6 7 パナソニック四国エレクトロニクス㈱ 19
131 エコー電子 6 88 アルプス電気㈱ 16
578 モトローラ㈱ 13
19 松下冷機㈱ 13
５．考察と結論
　パナソニックの「創生21」改革を経て、事業構造改革がもたらしたグループ
の資本構造や取引構造の変化について、以上の社会ネットワーク分析から得ら
れた結果は２点にまとめることができる。
　まず、パナソニックグループの資本関係ネットワークを見ると、（1）上場子
会社・非公開子会社の内部化により、グループの資本関係が本社に集中される
傾向が見られる、（2）資本関係で重要な紐帯となっているのは、デバイス分
野、環境システム分野の子会社である。（3）出資者の性質からみると、金融機
関の重要性がパナソニックの子会社より相対的に低い、などのことが明らかに
なった。
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　第２に、パナソニックの取引関係ネットワーク分析から以下のことが確認さ
れた。（1）デバイス分野、デジタルネットワーク分野、環境システム分野の子
会社がグループの取引ネットワークにおいて重要な紐帯を成している、（2）取
引関係のうち、パナソニックグループの主要仕入先は電子部品や素材・材料関
連企業に集中している、（3）一方、主要な納入先は、本社と子会社に集中し、
また、本社－子会社という取引構造の中で本社主導の色彩が強い。
　パナソニックの再生について考える際に、以上の結果をどのように解釈する
べきだろうか。パナソニックの再生時の戦略と照合すると、重要な役割を意図
された企業は、再生後に重要な役割を果たした企業と概ね一致していることを
確認できた。パナソニックの資本関係と取引関係が本社やデジタルネットワー
ク分野、デバイス分野、環境システム分野の関連会社に集中されること、ま
た、主要仕入先が素材・材料関連企業に多いことは、本社主導で技術プラット
フォームを再編成し、関連会社との協力により技術のブラックボックス化を図
るというパナソニックの戦略的意図の反映である。
　このように、本論文ではパナソニックの「創生21」後の企業間関係を捉える
ことができたが、再生の論理的な説明に対して充分な証拠を示すまでには至ら
なかった。パナソニックの再生の論理を立てるためには、改革前のネットワー
ク構造と照合する必要がある。例えば、資本関係ネットワークにおいて、金融
機関の重要性がパナソニック関連企業より低いのは、パナソニック本社が再生
に当たって金融機関のパワーを排除し本社主導の再生を行うためであったので
はないかという仮説を立てることができる。また、パナソニックの技術プラッ
トフォームの構築パターンを検証するために、取引関係ネットワークにおける
改革前後の仕入先と納入先の変化も重要な証拠となる。
　ただし、社会ネットワーク分析の応用に当たって１つ留意点がある。社会
ネットワーク分析では、独立した会社しか構造に現れないため、パナソニック
本社に内部化された関連企業はネットワーク構造から消えることとなった。つ
まり、子会社の内部化により、旧体制の子会社の役割が観察できなくなったと
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いう限界がある。そのため、パナソニックの旧体制の子会社の役割を解釈する
のが難しくなり、子会社の内部化により、パナソニック本社の影響力が大きく
なったということしか明らかにならなかった。
　最後に、本論文のインプリケーションとして、企業再生に関する従来の研究
に対し、企業再生の成果をはかる新たな手法を財務指標以外のアプローチに
よって導入した点にある。社会ネットワーク分析という定量的分析によってパ
ナソニッククループの再生後の企業間関係を可視化させ、その結果を再生戦略
と照合しその意義を解釈した。本論文の研究結果を踏まえ、パナソニックの
「創生21」改革前の状況と照合し、仮説の設定と検証を行うことが今後の研究
課題となる。
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